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研究成果の概要（和文）：1. 食品リスク認知に関する研究。福島第一原子力発電所事故による放射性物質の食
品汚染に関するリスク認知について、被災県、首都圏、関西圏のパネル調査を継続実施し、論文を公表した。
2021年には確率認識への移行点調査を実施した。2. 食事内容構成とその意思決定プロセスの研究。食事内容構
成の意思決定、健康イメージと食事内容について、日本、フランスにおいてWeb調査を実施した。3. フランスの
地域圏食料プロジェクトの調査を行い論文を公表した。 関連して、京都市、神戸市の市民の食環境と食事内容
についてWeb調査を実施した。フランスのEgalimⅡ法に関する調査結果を国際学会で報告し、論文投稿した。

研究成果の概要（英文）：1. Research on food risk perception. An ongoing panel survey on risk 
perception of radioactive food contamination due to the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant 
accident in the affected prefectures, the Tokyo metropolitan area and the Kansai region, and a paper
 was published in 2023. A transition point survey to probability perception was conducted in 2021.
2. Research on dietary composition and its decision-making process. Web-based surveys were conducted
 in Japan and France on the decision-making on dietary content composition, and on the relation 
between health image and dietary content. 
3. The results of a survey on the Projects alimentaires territoriaux in France were published in 
2021. Web-based surveys were conducted on the food environment and dietary composition of citizens 
in Kyoto and Kobe. The results of a survey on the Egalim II Low in France were reported at an 
international conference in 2023 and a paper was submitted for publication.

研究分野：フードシステム研究

キーワード： 食品由来のリスク認知　食事内容構成の意思決定要因　健康イメージと食事内容　地域圏食料プロジェ
クト　食環境と食事内容　EgalimⅡ法　公正な価格形成

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
1. 福島第一原子力発電所事故による放射性物質の食品汚染に関するリスク認知調査は、12年に渡り実施され、
長期の変化を捉えた貴重なデータとして、国際誌に公表された。2. 食事内容構成の意思決定における認知要
因、健康イメージと食事内容の関係、食環境（小売店の食品販売状態やアクセス）と食事内容の関係についての
分析はまだほとんどなされていず、成果の公表はこれからであるが、食生活の向上を検討する上で貴重なデータ
となる。3.フランスの地域圏食料プロジェクト、公正な価格形成をめざすEgalimⅡ法に関する調査結果は、日本
でFAOの食料安全保障概念の実現に向けた食料政策を検討する上で大きな知見を提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）東北大震災による福島第一原子力発電所事故後、福島県産農産物の買い控えが長く継続し
ているが、その拒絶反応の心理的要因と科学的情報提供による改善策の解明は十分ではなく、調
査・研究が必要とされていた。 

 
（２）「食事の崩れ」による潜在的な健康への慢性的影響のリスクが懸念され、先の基盤研究(A)
において、食事パターンを調査・解析した結果、主食単品などの栄養バランスを欠く食事パター
ンが極めて高い割合で検出された。しかし、その内的な考慮、心理、判断に着目した研究は少な
く、改善のために調査・研究が必要とされた。 

 
（３）2020年 2月の新型コロナ感染症の発生により、面接調査が実施できなくなり、上記の課
題（２）は計画を大幅に繰延することとなり、計画を一部変更し、フードセキュリティ（FAO定
義による食料安全保障）に関連する課題を新たに設けた。 
 
２．研究の目的 
（１）科学情報の提供によっても食品選択行動が変わらない拒絶反応の心理的原因の究明と情
報提供の改善方法の探求を行う。行動経済学、社会心理学の理論を導入し、提供情報内容の構成・
量に対する消費者の反応を、情報の視認、段階的提供の効果等から検証する。 
 
（２）各人がその食事パターンをとるに至った認知的な内的判断要因を解明し、潜在的リスクが
懸念される食事構成行動の改善に有効な情報の手がかりを得る。その結果をもとに、食品リスク
コミュニケーションにおいて開発した双方向モデルを拡張し、市民の健康 RCを実施する。 
 
（３）すべての人々のフードセキュリティ（FAO 定義による食料安全保障）の確保を旨とし、
地域圏におけるフードシステムの強化とそのための食料プロジェクト、及び、公正な価格形成の
仕組みの調査研究を実施することとした。 
 
３．研究の方法 
（１）第一に、経済学的手法によるアプローチとして、提供するリスク情報と選択商品の価格へ
の反応からリスク対応行動を解析する。第二に、リスクリテラシーの向上を扱う社会心理学的な
アプローチとして、批判的思考態度、リスク知識、積極的情報収集、数的処理能力の効果に加え、
個人差を考慮したモデルに拡張し検証を行う。 
 
（２）食事内容構成を認知的な意思決定プロセス（「統合的情報処理」）としてとらえ、消費者行
動論や制度経済学の概念を援用し、その構造概念モデルを構築する。それをもとに日仏において、
面接調査により、食事パターンとその決定に至る生活要因や内的な食習慣・食事規範、健康イメ
ージを抽出する。その後、web調査により計量的にそれら要因とその構造を把握する。 
 
（３）2019年 1月にフランスで調査した地域圏食料プロジェクトの実施例をもとに、日本で実
施する際の課題を検討し、合わせて、フランスにおいて公正な価格形成を目指して制定された
Egalim法、EgalimⅡ法の内容把握、現地ヒアリングを行い、日本の課題を検討することとした。 
 
４．研究成果 
（１）福島原発事故後の被災地産食品選択の意思決定と健康リスクコミュニケーション：                     
12 年 13 波パネル調査から 
 
 本研究は、個人差を考慮したリスクリテラシー向上を促す情報提供モデルを検討するため、被
災県、首都圏、関西圏の 1752 名の市民を対象として、12 年間にわたる 13 回の追跡調査を行な
った。調査では、福島第一原子力発電所事故後の被災地産食品を回避する行動の意思決定に及ぼ
すリスクリテラシーと人口学的変数（居住地域、性差、子供の親など）、コミュニケーション（情
報接触時間、情報源への信頼度など）に焦点をあてた。その成果は以下の 3つである。 
 第 1 の成果は、13 年の時間経過によって、市民の放射能不安、積極的情報探索行動、被災地
産食品の回避は、時間経過とともに減少することが明らかになったことである。具体的には、(a)
放射性物質による健康影響への不安と積極的情報収集行動は、13年の時間経過で、3地域とも低
下して中点（5 段階評定で「どちらともいえない」）に近づいた。(b)被災地産食品回避傾向は、
関西圏は首都圏、被災県よりも高く、関西圏においては、中点から低下し、他の 2地域は、中点
より低いスコアから徐々に低下した。 
 リスクリテラシー関連の指標(批判的思考態度、メディアリテラシー、サイエンスリテラシー) 
は、3 地域とも 13 年間で小さな低下が見られた。放射能知識関連の指標は、(c) 放射能の科学



的知識（例:ベクレルの意味）と主観的知識は、13年間で 3地域とも徐々に低下した。被災県が
最も高く、首都圏、関西圏の順であった。ただし、(d)放射能健康影響の知識（例:身体症状）の
正答率は上昇が見られ、被災県と首都圏は関西圏よりも高い正答率であった。 
  一方、情報源の信頼度については、(e)マスメディアと市民 web サイトへの信頼度は時点での
変化はなく、後者は中点よりも低く、被災県は関西圏よりも低い傾向であった。 (f) 政府/行政
情報への信頼度は、3地域とも 13年間で上昇したが、中点レベルまでは達しなかった。 
 第 2 の成果は、被災地産食品回避は、放射能汚染に関する不安（経験的思考/システム 1）に
よって促進され、批判的思考態度（分析的思考/システム 2）によって抑制されることを明らか
にしたことである。6 ヶ月後と 9 年後の両時点においてパス解析で検討した結果、(a)不安は、
積極的情報収集を強く促進し、行政の情報に関する信頼度を低下させた。一方、(b)批判的思考
態度は、メディアリテラシーを高めた。 (c)積極的情報収集は、被災地産の食品回避を強く促進
した。一方、メディアリテラシーは、被災地産の食品回避を抑制していた。(d) 女性であること、
子どもがいることは不安を高めていた。以上は両時点で共通していたが、メディアリテラシーが
国・地方自治体からの情報への信頼度を下げる傾向は、6ヶ月後だけで見られていた。 
 第 3の成果は、被災地産食品回避に及ぼす不安、批判的思考態度の影響の時間的変化を解明し
たことである。被災地産食品回避を目的変数とした重回帰分析の結果、標準化偏回帰係数は、放
射能汚染に関連する不安の促進効果が 13 年間で徐々に減少することを示した。批判的思考態度
による抑制効果は、9年間で徐々に増加した。年齢による抑制効果、原発からの距離による促進
効果は、時間の経過とともにわずかに増加し、子供がいることは常に食品回避を促進していた。 
  第 4 の成果は、健康リスクコミュニケーションを支える原子力災害・放射線量に関する情報
への接触や会話についての長期的な時間変化を明らかにした点である。その結果は、原発災害、
放射線量、放射能の健康影響について情報を得るための 1 週間のインターネット利用時間、TV
ニュース番組視聴時間、夫婦の会話時間は、13 年間で、3地域とも、そして、ネット、テレビ、
夫婦の会話とも減少した。一方、1週間でまったくそうした情報に接していない人、会話をして
いない人の比率が大きくなっていた。 
 これらの結果を踏まえた、健康リスクコミュニケーションにおける情報提供の改善方法とし
て、国・地方自治体やマスメディアへの提言は以下の 2点である。(a)健康影響に関する安心を
高める情報提供によって市民の不安を軽減するとともに、正確なリスクや対処に関する情報を
国民に提供すること、特に子育て中の母親など、リスクに敏感な人に即した情報提供をして不安
を軽減させること、（ｂ）信頼できるデータに基づく情報によって、批判的な思考態度による分
析的思考を促すようなメッセージを発信することである。 
  
（２）食事内容構成とその意思決定プロセス（統合的情報処理）、健康リスクコミュニケーショ
ン 
 
本研究の当初計画は以下のようであった。１）食事内容構成意思決定プロセスの構造概念モデ
ルを作成する。２）食事内容構成とその意思決定プロセスについて、面接調査を実施する。調査
方法は、前日の食事内容、その決定に至るまでの考慮要素と判断について、回想法により回答を
求め、そこに判断の理由を掘り下げて尋ねるラダリング法を併用し、階層的な思考を抽出する。
発話をプロトコルデータとし、質的分析を行う。2019 年に日仏の調査を行い、2020 年に取り纏
める。３）健康および健康リスクイメージが食事内容構成や食生活規範に影響を与えていると考
えられ、同じくラダリング法によりイメージの深層にある心理要因を把握する。2020 年に日仏
で調査を実施し、2021 年に取り纏める。４）以上の結果をもとに量的調査を設計し、食事パタ
ーンとそれを左右する認知要因、人口学的要因、それらの因果関係の構造を統計的に推定する。
2021 年に日仏調査を実施し、2022 年に取り纏める。５）以上の１）〜３）をもとに、市民自ら
が食行動を吟味できるように、市民自身の議論を基礎にする双方向リスクコミュニケーション
（過去のモデル*を改良）を実施する。2021 年に実施設計し、2022 年に実施する。 
*新山他（2015）「市民の水平的議論を基礎にした双方向リスクコミュニケーションモデルとフォーカス
グループによる検証－食品を介した放射性物質の健康影響に関する精緻な情報吟味－」『フードシステム研
究』第 21巻第 4号、267-286 頁 
しかし、2019 年に構造概念モデルを組み立て、2020 年１月にフランスでラダリング法による
調査を試行したが、新型コロナ感染症の発生により、その後は面接を必要とするラダリング調査
は実施できなくなった。そのため、Web 調査に切り替えることとしたが、ラダリング法によって、
食事内容構成の考慮要素・判断要因、健康リスクイメージの深層にある心理的要因の把握ができ
なかったため、Web 調査の設計に時間を要した。その結果、調査の実施は 2022 年 2月となった。
食事内容構成意思決定、健康イメージについて、それぞれ日本 600 人、フランス 600 人、いずれ
も 25〜69 歳女性のデータを得たが、分析結果を公表するにはあと少し時間を要する。 
 
（３）地域圏におけるフードシステムの強化：フランスの食料プロジェクトの調査より 
 
日本では、都市においても高齢化の進展、大規模小売店の郊外立地などにより、食生活や食料
へのアクセスの状態が大きく変化し、また食料農産物を生産する農業者もリタイアにより激減
しており、フードシステムの状態がさらに大きく変化するものと予想される。これらの状況は、



地域間で異なり、地域の状況に即した対応が求められる。全国規模のシステムを基調としながら
も、都市・農村を問わず、地域圏のフードシステムを強化することが求められ、その要になるの
は自治体、事業者の組織、市民の組織というコミュニティ構成員の自発的な力である。 
フランスでは、大都市を含め広く「Projets alimentaire territoriaux（PAT）：地域圏食料プロジェ
クト」に取り組まれている。この PATの実施は、2014年の「農業・食料・森林未来法 (LAAF) 」
に定められ、それによって「Système alimentaire territorialisé（SAT）：地域圏フードシステム」の
形成が目指されている。 
本研究では、PATの目的と特徴、そこに至る政策や取り組みを文献から整理し、合わせて、2020
年１月にトゥルーズ・メトロポル、トゥールズ公益卸売市場等においてヒアリング調査を実施し、
これらを元にフランスの取り組みをまとめ、論文として公表し、日本における地域圏フードシス
テムの構築とそれを進める地域圏食料プロジェクトを考える手がかりとした。 
フランスでは 1985年に全国食料評議会を設立し、2010年「農業・漁業近代化法」で「全国食
料計画（PNA）」、「持続可能なレジオンの農業計画（PRAD）の策定」を提示した。 

PATは「未来法」の序章、第 3章 39条に定められた。目的を、「生産者、加工業者、流通業者、
地方自治体、消費者をより緊密に結び付け、地域圏内の農業と食料の質を向上させること」にお
く。法では、PATの主な手法を、①地域圏内のすべての関係者と協力して開発され、農業経済の
構造化および SATの実施を目的とする、②国、広域行政組織、自治体、団体（association）、地域
圏内の専門職業者などが主導する、③地域圏の農業と食料に関する診断を共有し、プロジェクト
を実施するための行動を定義する、としている。SATはフランス農業アカデミーが提示した概念
であり、要約すると、消費者の健康、環境・資源への影響を考慮し、地域圏での販売を促進、中
小の農業-食品産業のネットワークを強化し、創造的価値のより良い共有をなすものとする。 

RenPAT（PAT 全国ネットワーク）資料によれば、プロジェクトの５割以上が広域行政組織で
取り組まれ、都市の食べ手の視点で設計されたもの、農業の視点から食にアプローチするものと
がある。調査対象のトゥルーズ・メトロポルも広域行政組織である。 
（フランスは自治体を合併せず、広域行政組織を設けるが、その規模も大きくはなく、トゥールーズ・
メトロポルは 37自治体で人口 76万人である） 
トゥルーズでは、圏内の診断とそれにもとづく議論を踏まえ、2019 年に行動計画をメトロポ
ル評議会で採択している。プロジェクトの柱は、１）生産、就農支援、２）集団給食への地域製
品調達支援、３）フードチェーンの構造化、４）誰でもが持続性のある質の良い食へアクセスで
きるようにすることである。３）は公益卸売市場（Min of Toulouse）が中心的な役割を果たす。
持続的な食料供給には、小さい取り組みだけでは数量が少なく、より多くのものを一般の人々に
届けることができるようにするために、食に関するアクターを集める構造化が重要だとされる。
４）では生活費の範囲内で健康な食生活を営むための支援（家族チャレンジ）を行っている。ま
た、全体にわたり広く環境・エネルギー政策の適用を ADEMEが担当している。 
この PAT の手法は日本にも参考になる。自治体が中心となり、専門職業者が集まり、地域圏
の実情を診断し、議論の上、協力してプログラムを構築するこの方法は、コミュニティの応答能
力を高める。この知見をもとに、研究者と農林水産省有志とで合同研究会を設け、京都、神戸、
洲本の三市でフードシステムの実情、自治体の施策を調査し、課題を抽出し、報告書をまとめた。 
関連して、京都市、神戸市の市民の食環境、とくに小売店へのアクセス、購入食品とその満足
度と食事内容との関係を調べるために、2022年にWeb調査を実施し、各 800人の男女のデータ
を得た。分析は進行中である。 
 
（４）フードシステムにおける公正な価格形成：フランス Egalim法、EgalimⅡ法の調査より 
 
政府は 20 年ぶりに「食料・農業・農村基本法」の見直しを行い、そのなかで、FAO の食料安
全保障の定義にもとづき、すべての人がいつでも質の良い十分な食料に社会的、物理的、経済的
に接近できる状態を確保することを目指すこととした。そのためには、持続的なフードシステム
が不可欠であるが、起点である農業の収益が低いという問題を抱えている。販売価格が家族労働
報酬を含む生産費を十分にカバーできない価格形成の問題があると考えられる。その背景には、
大手小売の強い価格交渉力があり、対して生産者側は自らの生産費を十分に把握できておらず、
生産費を割る価格や交渉力強化への認識が弱いことがある。 
一方、フランスでは、2006年からの国際穀物相場の高騰による酪農など農業分野の困難、1915
年の生乳クォータ制度の廃止を前に、価格交渉の改善に着手されるようになり、通称 Egalim法
（2018年 10月 30日付 Loi n°2018-938）、さらに EgalimⅡ法（2021年 10月 18日付 Loi n° 2021-
1357）により、生産費を反映した価格形成を行うための仕組みが提示された。 
本研究では、１）Egalim法、EgalimⅡ法の規定内容を詳細に検討し、その仕組みを明らかにす
ること、２）現地ヒアリング調査をもとに、法規定の意味するところを明確にし、専門職業間組
織の議論、主要品目の準備状況を明らかにすること、３）競争法との関係を強く意識しながらフ
ランスが市場システムの規制に踏み込めた要因を明らかにし、日本においてこの領域に踏み込
むための課題を抽出することを課題とした。そのために、農林水産省大臣官房の行政官らととも
に、農業・食料主権省、競争・消費・不正防止総局、OFPM、専門職業間組織（Interbev、Interfel、
Intercéréals）などへの現地ヒアリングを、2022年 9月 28日から 30日に実施した。 

Egalim法では、生産者が購入者と書面契約を結ぶ場合には、生産者から提案し、価格決定や改



定の基準に生産費、市場価格、品質関連の３つの指標を考慮することとした。また、生産者は認
定生産者組織に交渉を委託することができ、その場合は、先に組織が購入者と枠組み協定を結ぶ
こととした。生産費指標は、法で認定された専門職業間組織が作成することとした。同組織は、
品目別の生産、加工、流通各段階の専門職業組織の連合体である。 
 しかし、競争法への抵触が懸念され、書面契約が義務化されなかったため、効果がなく、実施
は牛乳・乳製品などにとどまった。 
 そこで、EgalimⅡ法では、生産者と購入者の取引において文書契約を義務化した。また、契約
期間を３年以上とし、その間の生産費の変動を自動的に反映できるよう、生産費指標を考慮した
価格の改定式（フォーミュラ）または価格決定基準の記載を義務付けた。フォーミュラは、例え
ば、生産費を５割、市場価格を５割として価格を算定し、ラベルルージュなどは一定金額を加算
する、などのものとされる。生産費指標の作成には、観測するサンプル農家の数値、IPAMPAの
生産経費、SMIC労賃などの統計数値が利用され、客観性が確保される。 
 さらに、食品の加工業者とその購入者との間では、加工業者が一般販売条件書（CGV）を提示
し、そこに農産物原料、原料農産物を 50%以上含む加工品の体積と価格の比率を示し、この部分
は交渉の対象外とした。契約書には、原料農産物相当分について生産費を考慮した価格の自動改
定式の記載を義務付けた。これによって生産費を考慮した価格形成を前進的に進め、加工業者も
負担を被らないようにして、生産者の報酬を保護することを目指している。 
 消費者に対しては、製品の価格に含まれる生産者の報酬を表示する実験が行われる。 
農業取引紛争調停委員会が設けられ、不公正があれば、迅速な調停に持ち込めるようになった。   
なお、2021年 12月に、EU競争法の農業分野の規則を定める「欧州共通市場組織規則」（(EU) 

1308/2013）が改正され、上記の契約規定は競争法上の位置付けを得ている。 
この法は、基本法検証部会資料においても紹介され、「中間取りまとめ」において適正な価格
形成が食料政策の基本理念、基本施策の柱の一つとして提示されている。しかし、このようなも
のを実施するとなると、日本では課題が大きい。フランス調査により得られた知見からすると、
フードチェーンをつなぐ専門職業間組織の形成に向けた法整備、公的機関による統計数値の確
保、関係者の十分な議論の場を設け、法や制度の形成を検討する道筋を定めることが必要である。
また、市民/消費者が、販売されている食品の価格とそこに含まれる生産者の報酬を知り、適正
な価格を認識できるようにすることが必要であると考えられる。 
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